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出資法人経営評価の結果について 

 

 

 

１ 目的 

(1) 出資法人が、平成 30 年度の経営状況について、中期経営計画や年度目標を踏まえて点

検評価し、達成度の把握や課題の検証を行うことにより、経営の改善につなげる。 

(2) 県においても、出資法人の経営状況や点検評価の結果を踏まえて、出資者の立場で評

価するとともに、出資法人に対して必要な関与を行う。 

(3) 出資法人および県の評価結果を公表することにより、出資法人の経営状況の「見える化」

を図る。 

 

２ 評価対象法人 

県が基本財産等の４分の１以上を出資し、または出捐している 26 法人 

 

 

 

 

３ 評価方法 

出資法人および県の双方が、５つの視点（①効果性、②効率性、③健全性、④自立性、

⑤透明性）から評価を行うとともに、総合的評価を行う。 

 

 ４ 公表 

    評価結果は、毎年度、県議会に報告するとともに、県のホームページにおいて公表する。 

  

地方独立行政法人法に基づき設立された法人（滋賀県立大学）および特別法に基づ

き設置され、国の関与が前提とされている法人（滋賀県信用保証協会）を除く。 

経営評価の目的等 
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１  ５つの視点ごとの主な評価結果の概要 
 

 効果性  
 
(1) 中期経営計画・年度目標の策定状況 
①概要 

・ 中期経営計画、年度目標のいずれも策定している法人は、昨年度より増加し、23 法人

となっている。 
 

評価区分 H29 H30 H30 年度の対象法人 

中期経営計画、年度目標とも策定 21 23 （記載略） 

中期経営計画のみ策定 3 2 
（公財）滋賀県スポーツ協会 

（公財）滋賀食肉公社 

年度目標のみ策定 2 1  (一社)滋賀県畜産振興協会 

中期経営計画、年度目標とも未策定 0 0 － 
      

②今後の方針 
・  出資法人の健全な経営を確保し、効果的な事業展開を図る観点から、特に年度目標
のみ策定の１法人に対し、中期経営計画の早期策定を求める。また、中期経営計画の
み策定の２法人に対しては、年度目標の策定を促す。 

 

(2) 活動の成果の達成度 
①概要 
・  成果指標を定めていない法人は、昨年度に引き続き1法人であり、定めている25法人
のうち、約８割で「概ね目標どおり達成」以上の成果となった。 

 
評価区分 H29 H30 H30 年度の対象法人 

成果指

標の設

定あり 

目標以上に達成 1 1 （記載略） 

目標どおり達成 3 3 （記載略） 

概ね目標どおり達成 15 15 （記載略） 

達成しているものもあるが十分ではない 6 6 

（公財）糸賀一雄記念財団 

（公財）滋賀県陶芸の森 

(公社)びわこビジターズビューロー 

(公財)滋賀食肉公社 

(株)滋賀食肉市場 

信楽高原鐵道(株) 

成果指標の策定なし 1 1  (一社)滋賀県畜産振興協会 

        

②今後の方針 
・  成果指標が設定されていない１法人には、早期の設定を求める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経営評価の結果 
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 効率性  
 
(1) 経常費用に占める管理費の状況 
①概要 
・  管理費の経常費用に占める比率は、全体の半数以上の 15 法人で前期に比べて減
少し、２期連続で減少している法人は１法人増の７法人となった。 

 
評価区分 H29 H30 H30 年度の対象法人 

管理費比率が２期連続で減少 6 7 （記載略） 

管理費比率が前期に比べ減少 10 8 （記載略） 

管理費比率が前期に比べ増加 4 9 

(公財)滋賀県国際協会 

(公財)びわ湖芸術文化財団 

(公財)滋賀県緑化推進会 

(公財)滋賀県生活衛生営業指導ｾﾝﾀｰ 

(公財)滋賀県産業支援プラザ 

信楽高原鐵道(株) 

(公財)滋賀県水産振興協会 

滋賀県道路公社 

(公財)滋賀県暴力団追放推進センター 

管理費比率が２期連続で増加 6 2 
(公財)滋賀県スポーツ協会 

(公社)びわこビジターズビューロー 

       ※下線は、H30 年度に新たに「管理費比率が２期連続で増加」の評価区分となった法人。 
                

②今後の方針 

・  経営の効率性・柔軟性を高めるため、引き続き、管理費比率減少に向けた取組を促

進する。 
 

(２) 経常収益・費用の比率 
①概要 

・  経常収益が経常費用を上回った法人は、全体の半数以上の 16 法人で前期に比べ

て２法人減少した。また、２期連続で上回った法人は、１法人増の 13 法人となった。 
 

評価区分 H29 H30 H30 年度の対象法人 

経常収益が２期連続で経常費用を上回った 12 13 （記載略） 

経常収益が当期は経常費用を上回った 6 3 （記載略） 

経常収益が当期は経常費用を下回った 2 5 

(公財)滋賀県国際協会 

(公財)淡海文化振興財団 

(公財)滋賀県スポーツ協会 

(公財)滋賀県緑化推進会 

(公財)滋賀県生活衛生営業指導ｾﾝﾀｰ 

経常収益が２期連続で経常費用を下回った 6 5 

（一社）滋賀県造林公社 

(公財)滋賀県産業支援プラザ 

(公社)びわこビジターズビューロー 

(公財)滋賀県水産振興協会 

(公財)滋賀県暴力団追放推進センター 

 ※H30 年度に新たに「経常収益が２期連続で経常費用を下回った」の評価区分となった法人はない。 
     
②今後の方針 

・  経常収支は、全体的に改善傾向にあるが、継続的に経常収益が経常費用を下回っ

ている法人を中心に、収益確保、経費縮減の取組を促進する。 
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 健全性  
 
(1) 債務超過の状況 
①概要 

・  債務超過の法人は、平成 29年度に引き続き、(株)滋賀食肉市場の１法人のみとなっ

た。同法人は、４期連続で単年度損益の黒字化を達成し、債務超過額も減少している

が、その解消には至っていない。 

 

 

②今後の方針 

・  平成 28 年９月にとりまとめた滋賀食肉センター経営研究会の報告を踏まえ、経営改

善計画の着実な実施を求め、県においては、その進捗の検証を行うとともに、平成 31

年３月に策定した「経営健全化方針」に基づく取組を推進する。 

 

(2) 正味財産期末残高の状況 
①概要 

・  正味財産が増加した法人は前期と同様に、全体の半数以上の15法人となった。また、

全体の正味財産期末残高は 30,192 百万円で、前期に比べ 363 百万円増加した。 
 

評価区分 H29 H30 H30 年度の対象法人 

２期連続で増加 11 12 （記載略） 

前期に比べ増加 4 3 （記載略） 

前期に比べ減少 2 3 

(公財)滋賀県国際協会 

(公財)びわ湖芸術文化財団 

(公財)滋賀県緑化推進会 

２期連続で減少 9 8 

(公財)淡海文化振興財団 

(公財)滋賀県スポーツ協会 

(一社)滋賀県造林公社 

(公財)糸賀一雄記念財団 

(公財)滋賀県産業支援プラザ 

(公社)びわこビジターズビューロー 

(公財)滋賀県水産振興協会 

(公財)滋賀県暴力団追放推進センター  
 ※土地開発公社、道路公社、株式会社においては、資本（純資産）の部の増減を評価している。 
 ※下線は、H30 年度に新たに「２期連続で減少」の評価区分となった法人。 

②今後の方針 

・  全体的に財務の健全性は高まっているが、正味財産期末残高が減少傾向にある法

人を中心に自主財源の確保などの取組を促進する。 
 

(3) 累積欠損金の状況 
①概要 
・  累積欠損金がある３法人のうち、全ての法人で累積欠損金が減少した。 
・  (一財)滋賀県動物保護管理協会では、累積欠損金が解消した。 

 (単位：千円) 

累積欠損金が生じている法人 H29 末累積欠損金 H30 末累積欠損金 増 減 

(一財)滋賀県動物保護管理協会 651 0 ▲ 651 

(公財)滋賀食肉公社 980,422 951,716 ▲ 28,706 

(株)滋賀食肉市場 403,810 362,541 ▲ 41,269 

信楽高原鐡道(株) 292,776 292,051 ▲ 725 

計 1,677,659 1,606,308 ▲ 71,351 
 
②今後の方針 
・  各法人における経営改善の取組の成果が一定表れてきているが、依然として多額
の累積欠損金が生じているため、引き続き、管理費の節減や利用者数の増加、経営
改善計画の着実な推進など累積欠損金の解消に向けた取組を促進する。 

(株)滋賀食肉市場の債務超過額   H30 決算 318,470 千円 （対前年度比 ▲41,270 千円）  
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 自立性  
 
(1) 県派遣職員・県退職職員の状況（常勤職員に占める割合） 
①概要 
・ 常勤職員に県派遣職員がいる法人は14法人であり、その割合が前期に比べ低下した
法人は４法人、上昇した法人は３法人となった。 

・ 県退職職員がいる法人は 16 法人であり、その割合が前期に比べ低下した法人は１法
人、上昇した法人は２法人となった。 

・ 県派遣職員の割合が上昇した法人の要因は、体制強化等に対応したものである。 
 
（県派遣職員の割合の状況）  

評価区分 H29 H30 H30 年度の対象法人 

常勤職員に占める割合が前期に比べ低下 3 4 - 

常勤職員に占める割合が前期と概ね同程度 9 7 （記載略） 

常勤職員に占める割合が前期に比べ上昇 2 3 

滋賀県土地開発公社 

(一財)滋賀県造林公社 

滋賀県道路公社 

※常勤職員に県派遣職員がいなかった法人は表に含んでいない。 
※下線は、H30 年度に新たに「常勤職員に占める割合が前期に比べ上昇」の評価区分となった法人。 

  
（県退職職員の割合の状況） 

評価区分 H29 H30 H30 年度の対象法人 

常勤職員に占める割合が前期に比べ低下 1 1 （記載略） 

常勤職員に占める割合が前期と概ね同程度 12 13 （記載略） 

常勤職員に占める割合が前期に比べ上昇 3 2 
滋賀県土地開発公社 

(公財)滋賀県建設技術センター 
※常勤職員に県退職職員がいなかった法人は表に含んでいない。 
※下線は、H30 年度に新たに「常勤職員に占める割合が前期に比べ上昇」の評価区分となった法人。 

 
（県派遣職員・県退職職員の人数の状況） 

区 分 
県派遣職員 県退職職員 計 

H29 H30 H29 H30 H29 H30 

役員の状況 67 人 65 人 76 人 72 人 143 人 137 人 

職員の状況 93 人 90 人 41 人 43 人 134 人 133 人 

※役員は各年度改選時点、職員は各年度４月１日時点（いずれも非常勤を含む）  
②今後の方針 
・  県職員の派遣等は、出資法人の要請に基づき、必要最小限の範囲にとどめることと
している。引き続き、派遣等の必要性を十分精査し、出資法人に対する人的関与の縮
小を図る。 

      
(2) 県財政支出の状況 
①概要 
・  県が財政支出をしている法人は22法人であり、そのうち経常収益に占める県の財政
支出の割合が低下した法人は 14 法人、上昇した法人は 8 法人となった。また、２期連
続で上昇した法人は、２法人減の２法人となった。 

 
評価区分 H29 H30 H30 年度の対象法人 

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で低下 2 6 （記載略） 

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ低下 10 8 （記載略） 

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ上昇 6 6 

(公財)淡海文化振興財団 

(公財)びわ湖芸術文化財団 

(公財)滋賀県生活衛生営業指導ｾﾝﾀｰ 

(公社)びわこビジターズビューロー

(公財)滋賀食肉公社 

(公財)滋賀県建設技術センター 

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で上昇 4 2 
(公財)滋賀県希望が丘文化公園 

(公財)滋賀県文化財保護協会 

※県の財政支出がなかった法人は表に含んでいない。 
※下線は、H30 年度に新たに「経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で上昇」の評価区分となっ 
た法人。 
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（県財政支出の状況）                                               （単位：百万円） 

項   目 H29 H30 増減 主 な 減 要 因 

県からの委託料・補助金等 5,698 5,583 ▲115 

滋賀県土地開発公社 

先行取得用地の買戻しの減少 

（公財）滋賀県環境事業公社 

借入金償還計画に基づく、クリーンセンター滋

賀に対する県からの資金的支援の減少 
 
 
②今後の方針 

・  県の財政支出に過度に依存しない財務体質を確立するため、県の財政的関与を縮

小していくことを基本に、個々の出資法人に対する県の支出について十分精査する。 

 

(3) 県損失補償等の状況 
①概要 
・  県が債務に関する損失補償・債務保証をしている法人は、平成 29 年度に引き続き３
法人であるが、全ての法人にて、借入金に占める県の損失補償・債務保証の額が低
下した。 

 
評価区分 H29 H30 H30 年度の対象法人 

県の損失補償・債務保証の額が２期連続で減少

した。 
3 3 

滋賀県土地開発公社 

(公財)滋賀県環境事業公社 

(公財)滋賀食肉公社 

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ減少

した。 
0 0 -  

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ増加

した。 
0 0 - 

県の損失補償・債務保証の額が２期連続で増加

した。 
0 0 -  

※県の損失補償・債務保証がなかった法人は表に含んでいない。 
 

（県損失補償等の状況）                                           （単位：百万円 ） 

項   目 H29 H30 増減 主 な 減 要 因 

損失補償・債務保証の残高 13,705 9,212 ▲4,493 

滋賀県土地開発公社 

滋賀竜王工業団地の造成のための借入金の

返済 

（公財）滋賀県環境事業公社 

クリーンセンター滋賀建設等のための借入金

の返済 

（公財）滋賀食肉公社 

滋賀食肉センター施設整備のための借入金

の返済 

県からの貸付金 

（参考） 

長期貸付 22,425 18,589 ▲3,836 

（公財）滋賀県産業支援プラザ 

しが新事業応援ファンド運営期間終了に伴う

ファンド資金貸付金の減少 

短期貸付 8,601 8,525 ▲76 

滋賀県土地開発公社 

公有地先行取得事業（大津能登川長浜線

等）の減少 
  
②今後の方針 

・  引き続き、債務に関する損失補償・債務保証は、行わないことを原則としつつ、他の

方策による公的支援では対応困難であるなど、真に必要やむを得ない場合に限って、

行うものとする。 
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 透明性  
 
(1) 情報規程の整備状況 
①概要 

・  全体の約９割にあたる 23 法人で、情報公開規程が設けられている。なお、全ての法

人において、ホームページ等により不特定の者に情報公開が行われている。 
評価区分 H29 H30 H30 年度の対象法人 

規程を整備している。 22 23 （記載略） 

規程を設けていない。 4 3 

(株)滋賀食肉市場 

(一社)滋賀県畜産振興協会 

信楽高原鐵道(株) 
 
②今後の方針 

・  引き続き、情報公開規程の整備や、インターネットなどを用いた情報の提供を求め、

出資法人の透明性の向上を図る。 

 

(2) 会計専門家の関与状況 
①概要 

・  全ての法人において、財務諸表についての会計監査人監査、または、その作成過程

における会計の専門家による指導・助言が行われている。 

②今後の方針 

・  財務諸表の適正性を確保するため、財務諸表についての会計監査人監査、または、

財務諸表の作成過程における会計の専門家による指導・助言等が引き続き行われる

よう取り組む。 

 

(3)業務監査の実施状況 
①概要 

・  全ての法人において、監事または監査役により会計以外の業務活動に係る業務監

査が行われている。 

②今後の方針 

・  業務活動の適正性を確保するため、監事または監査役による業務監査が引き続き

行われるよう取り組む。
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 総括  
 

「滋賀県行政経営方針」において、出資法人の「経営改善」、「自立性拡大」および「透明

性向上」の推進を掲げており、上述の５つの視点の評価を踏まえ、以下のとおり総括する。 

 
 
（1） 「経営改善」の面では、経常収益・費用の比率、正味財産期末残高の状況において改善

の傾向にあり、全体的に財務の健全性が高まっている。財務面に課題のある法人につい

ても、債務超過や累積欠損金が縮小するなど経営改善の努力の成果が表れてきているが、

引き続き、各法人において、経営評価も活用した一層効果的な経営が行われるよう、積極

的に働きかける。 

 
 
（2） 「自立性拡大」の面では、県の人的関与では、常勤職員に占める県派遣職員および県

退職職員の割合が減少した法人の数は、増加した法人の数と同数であり、県派遣職員お

よび県退職職員の合計人数は前期に比べ減少となっている。また、県の財政的関与につ

いても、経常収益に占める県の財政支出の割合が低下した法人の数は、増加した法人の

数より多く、財政支出の総額は前年に比べて減少となっている。引き続き、県の人的、財

政的支援に過度に依存することなく、各法人で自主的、主体的な経営が行われるよう取組

を促進する。 

 
 
(3) 「透明性向上」の面では、財務諸表については、全ての法人で会計専門家の関与がなさ

れている。情報公開規程が未整備の法人に対しては整備を求めるなど、引き続き、法人に

おける財務状況や活動状況の積極的な情報開示を促進する。 
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２  重点的関与法人の状況 
 
 
県において、重点的に関与することとしてきた４法人（外郭団体見直し計画」で「抜本的経営

見直し」とされた法人および債務超過である法人）の状況は以下のとおりである。 

 

(1)(公財)滋賀県環境事業公社 

・ 平成 28 年度に策定した今後５年間（平成 29 年度～令和３年度）の新たな中期

経営計画に基づき、廃棄物の受入・埋立管理等を適正に行うとともに経営の安定

化に取り組んでおり、平成 30 年度においては、自己資本比率に係る目標を達成

した。 

 

 

 

・ 県としても、経営の安定化のため、開業経費に係る償還金および投資的経費に

対し、資金的支援を継続する。 

 

(2)(一社)滋賀県造林公社 

・ 平成 28 年３月に策定した第２期中期経営改善計画（平成 28 年度～令和２年度）

に基づき、分収造林契約の変更等や収益性の高い販売による経営改善に取り組ん

でいる。 

・ 県としては、同計画の着実な推進に向けて、健全な経営が確保されるよう、伐

採収益増へ繋がる取組への支援および指導・助言を行っていく。 
 
 
(3)(公財)滋賀食肉公社 

・ 平成 27 年度から４年連続で、単年度黒字を計上したものの、と畜頭数の伸び

悩み等により、厳しい経営状況が続いており、県補助金収入を除くと依然として

恒常的な赤字を脱していない。 

・ 滋賀食肉センター経営研究会の報告を踏まえ、平成 29 年３月に策定した「経

営健全化計画」に基づき、更なる業務の効率化と経費削減により収支両面にわた

る経営改善に取り組んでいるところであり、県においては、その進捗の検証を行う

とともに、平成 31 年３月に策定した「経営健全化方針」に基づく取組を推進する。 

 
 

(4)(株)滋賀食肉市場 

・ 平成 27 年度から４期連続で、単年度黒字を計上したものの、依然として債務

超過の状態であり、厳しい経営状況が続いている。 

・ 滋賀食肉センター経営研究会の報告を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルの仕組みを採

り入れた経営改善計画の着実な実践を求めるともに、県においては、その進捗の検

証を行うとともに、平成 31 年３月に策定した「経営健全化方針」に基づく取組を推進す

る。 

 

    

 

自己資本比率  （目標） 毎年度 50％以上 → （実績） H30 年度  57.5％ 


